
学⽣の確保の⾒通し等を記載した書類 
⽬ 次 

１ 学⽣の確保の⾒通し及び申請者としての取組状況 ......................................................... 2

（１）経済学部経済経営学科を設置する⼤学等の現状把握・分析 .................................... 2

（２）地域・社会的動向等の現状把握・分析 .................................................................... 2

（３）経済学部経済経営学科の趣旨⽬的，教育内容，定員設定等 .................................... 3

（４）学⽣確保の⾒通し ..................................................................................................... 5

（５）学⽣確保に向けた具体的な取組と⾒込まれる効果 ................................................ 14

２ ⼈材需要の動向等社会の養成 ........................................................................................ 16

（１）⼈材の養成に関する⽬的その他の教育研究上の⽬的（概要） .............................. 16

（２）上記（１）が社会的，地域的な⼈材需要の動向等を踏まえたものであることの客観
的な根拠 .................................................................................................................. 16

学生の確保（本文） 学 1



学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

１ 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

（１）経済学部経済経営学科を設置する大学等の現状把握・分析 

富山大学経済学部は，経済学科，経営学科，経営法学科の３学科から構成され，その下に

５つの履修コースを設けている。学位については，学科ごとに，経済学科では学士（経済学），

経営学科では学士（経営学），経営法学科では学士（法学）を授与する体制となっている。 

今日の社会的なデータサイエンス人材の需要の増加に対応して，令和４年度から履修コ

ース制の再編を行い，社会データサイエンスコースを設けデータサイエンス教育を推進し

ている。しかしながら，コースは選択制のため，学生が自ら希望しなければ，データサイエ

ンススキルを身に付けることができないという課題がある。 

そのため，社会データサイエンスコースを全学生が受講する学部共通のコースと設定す

ることも検討したが，現在の３学科の教育体制では，教員が学科ごとの縦割りで管理されて

おり，科目編成はそれぞれに学科でなされるため，教員が学科を越えて合同で教育プログラ

ムの作成を行うことは困難である。 

また，各学科で異なる学位を授与するため，自学科専門科目の履修に重きが置かれており，

経済学部の学生全てに今まで以上の十分なデータサイエンス教育や領域横断的な教育を行

うことができないことも課題の一つとなっている。 

以上のような課題を解決するために，３学科制から１学科（経済経営学科）１学位（学士

（経済経営学）へ改組することで，社会科学分野の知識を統合し，データを分析・活用しな

がらビジネス・社会課題を解決する人材をより効率的かつ効果的に育成し，社会・地域のニ

ーズに応えることができるようになると考えるものである。 

 

（２）地域・社会的動向等の現状把握・分析 

今日的な環境下において，従来とは抜本的に異なる新たな価値を作り出していくために，

企業そして行政機関の双方において，デジタル技術の活用が喫緊の課題となっている。しか

しながら，デジタル技術に対応した先端 IT 人材が 2030 年には 54.5 万人不足するとの調査

結果や，わが国企業が DX（デジタルトランスフォーメーション）の取り組みを進める際に

人材不足を挙げる企業が 53.1％と欧米企業の倍近くなっているとの結果から（教育未来創

造会議 2022 年），この分野での人材不足は相当深刻であることがわかる。 

こうした動向に対応し，地方自治体でもデジタル技術の活用推進に積極的に取り組んで

おり，富山県では 2021 年，重要課題への取組みを部局横断的に推進する知事政策局にデジ

タル化推進室が新設され，県の産業や地域社会の振興を図るべく，行政のDX や産業・地域

社会の DX，DX 人材の育成を行っている。富山市では，新設した「スマートシティ推進課」

を中心に「富山市版スマートシティ」を推進しており，「富山市センサーネットワーク」で

得られたデータを各種業務に活用するとともに，民間企業等にも富山市センサーネットワ

ークを IoT実証実験環境として提供し，産業の活性化へ繋げる取り組みが行われている。 

㈱日本政策投資銀行北陸支店「企業行動に関する意識調査」によると，北陸の企業にとって
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長期的に必要となる職能人材として，製造業では「AI・IoT 人材」が約 50％と最も多く，

非製造業においても高い割合を占め，データ分析などを担う AI・IoT 人材の需要は今後さ

らに高まるものと見込まれており，北陸地域の企業においてもデジタル人材に対するニー

ズは高まっている。 

 このような背景のもとで，地方自治体，民間企業を問わずデータサイエンス（DS）の素

養を身に付けることが求められているが，特に，県内企業においては，分析したデータをビ

ジネスにつなげていく能力を持つ人材の育成，データを分析し，意味を持たせ，価値を生み

出す人材の育成が必要とされている。（富山経済同友会提言「デジタル化推進による地域創

成～「デジタル・ワンチーム」とやま～」2021 年） 

 地域社会におけるこのような状況からも，３学科制から１学科制への改組を通じて，社会

科学分野の知識を統合し，データを分析・活用しながらビジネス・社会課題を解決する人材

をより効率的かつ効果的に育成し，社会・地域のニーズに応えることが必要であると考えら

れる。 

 

（３）経済学部経済経営学科の趣旨目的，教育内容，定員設定等 

１）趣旨目的，教育内容 

少子高齢化と人口減少が急速に進み，また国際的な産業競争力の低下が顕著にみられる

中で，企業においては生産性や収益性の向上，新製品・サービス・事業の開発，環境問題へ

の対応などが求められている。行政機関においては，まちづくり戦略，地域のブランディン

グ，新産業の創出，スタートアップ支援など，地域の魅力を活かした経済活動が求められて

いる。こうした今日の多様化・複雑化したビジネス・社会課題の解決のためには，これまで

以上に，経済学・経営学双方にまたがる深い理解と幅広い知識が不可欠であると同時に，従

来とは抜本的に異なる新たな価値を作り出していくために，データを分析・活用して課題を

解決できる人材が強く求められている。 

 今回の改組では，こうした社会的ニーズに対応するため，経済・経営分野の高い専門性と

分野横断的な幅広い知識を持ちつつ，データを分析・活用しながらビジネス・社会課題を解

決する人材を養成することを目的として，現在の３学科３学位体制から「経済経営学科」の

１学科１学位（学士「経済経営学」）体制へと改組したうえで，１学科の下に人材の輩出先

に対応した教育を行うための以下の３つのプログラムを設けている。 

① 経済活動や法制度に関する専門知識の上に，データサイエンスの素養を持ち，公共政策

の立案・実装に貢献できる人材を養成する「公共政策プログラム」。 

② 企業経営や経済活動に関する専門知識の上に，データサイエンスの素養を持ち，企業経

営に関わる諸課題を解決できる人材を養成する「企業経営プログラム」。 

③ データサイエンスの専門的能力を備え，企業経営や公共政策の意志決定に直結する応用

力を身に付けた人材を養成する「経済データサイエンスプログラム」。 

現在の３学科の教育体制では，教員が学科ごとの縦割りで管理されており，科目編成はそ

れぞれに学科でなされるため，教員が学科を越えて合同で教育プログラムの作成を行うこ

とは困難であり，また，各学科で異なる学位を授与するため，自学科専門科目の履修に重き

学生の確保（本文） 学 3



が置かれており，経済学部の学生全てに今まで以上の十分なデータサイエンス教育や領域

横断的な教育を行うことができないことも課題の一つであった。 

したがって，経済学部を従前の３学科制から１学科制へ改組することで，社会科学分野の

知識を統合し，データを分析・活用しながらビジネス・社会課題を解決する人材をより効率

的かつ効果的に育成し，社会・地域のニーズに応えることができるようになる。 

 このような新しい体制のもとで行う教育課程の編成の特色は以下のとおりである。 

a) 体系化された教育課程の編制 

ⅰ) 1 年次において社会科学系とデータサイエンス系の入門科目を必修として学ぶととも

に，経済・経営系の「共通基盤科目」を選択必修で学修する 

ⅱ) 2 年次から，明確な人材の養成を目指した上記３つのプログラムのうち一つに所属す

る。 

ⅲ) 2 年次以降，社会科学の知識を体系化し，卒業研究を深化させるためのプログラム基

礎科目，プログラム発展科目を学ぶ。 

ⅳ) また，自らのキャリアを見据えながら，プログラムの枠を越えて他プログラムの基礎・

発展科目を領域横断的に学修する。 

ⅴ) プログラムに所属後，提供される年次ゼミナールを履修し，社会課題を解決するため

の実践的な能力を養う。 

b) 切れ目のない少人数教育 

  1～4 年次まで続く切れ目のない少人数教育（ゼミナール）を開講する。すなわち，１

年次 1・2 タームのスタートアップゼミナール，同年 3・4 タームの初年次ゼミナール，

２年次～４年次までの学年別ゼミナールである。 

c) 入学後に専門分野を決定（レイトスペシャライゼーション） 

  入学後の２年次から専門分野／プログラムを決定（レイトスペシャライゼーション）す

ることにより，単線型の教育からより柔軟に学生の志向に応じた学びへと転換する。また，

３年次には所属するプログラムの変更を希望する学生に転プログラムを認める制度を設

けることで，自らの興味・関心にしたがった専門分野の確立と学修を可能にする。 

d) 社会科学分野とデータサイエンス分野を複合的に学修可能な体制 

  養成する人材像に応じたプログラムを設けることで，経済学部の学生全てに，経済経営

の専門性に基づきながら，データサイエンスの知識・技能を活用することで，複雑高度化

した経済社会の問題解決できる能力を培うための教育体制が実現する。 

e) 文理融合教育 

  経済学部と理学部で連携し，データサイエンスならびに SDGｓに関する共同開設科目

により文理融合教育の充実化を図り，課題解決の基盤となる幅広い知識・視野をもった人

材を養成する。 

  以上のような教育体制と教育課程の編成を通して，今日の社会のニーズに適合した人

材を輩出することで，地域社会に対するこれまでの実績をより高めることに繋がるもの

である。また，社会で必要とされる人材を育成するための魅力的な教育を行うことで，こ

れまで以上に受験生の関心を惹きつけ，志願者の確保に繋がるものと考えている。 
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２）定員設定 

現在，経済学部は，経済学科，経営学科，経営法学科の３学科で構成され，それぞれに昼

間主コースと夜間主コースを有しており，学部全体の入学定員は 365 名となっている。 

改組後は，「経済経営学科」１学科とするが，従来の学科ごとの専門領域を中心とした教

育体制から，学科の垣根，すなわち学問分野の垣根を取り払い，今日の社会的ニーズに対応

した出口を意識した人材育成型の教育体制への転換を意図したものであり，学部としての

教育研究分野は大きく変わらないため，改組前の経済学部と同程度の進学及び就職需要が

あると考えられる。社会的ニーズを考慮し，今回の改組に併せて，夜間主コース（30 名）

を廃止することに加え，改組後のカリキュラムに実施に必要な教室や実習室，設備等から総

合的に判断した結果，学部全体の入学定員を 365 名から 335 名へと変更する。（図表１ 参

照） 

図表１ 改組前後の定員 

 
 

３）入学金，授業料等の学生納付金の額と設定根拠 

学生納付金については，「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令」により標準額

が定められており，各国立大学法人が一定の範囲内でそれぞれ決定することとなっている。

本学は「富山大学における授業料その他の費用に関する規則」【資料１】のとおり，国が定

める標準額と同じく年額535,800円，入学料282,000円を設定する。 

 

（４）学生確保の見通し 

 １）学生確保の見通しの調査結果，２）新設学部等の分野の動向，３）中長期的な 18 歳

人口の全国的，地域的動向，４）競合校の状況，５）既設学部等の学生確保の状況について，

の 5つの事項の観点から検討・分析した結果を総合的に判断すると，本学科の入学定員 335

名は，十分に充足できる見込みがある。 

 

１）学生確保の見通しの調査結果 

改組後の経済学部が高等学校の生徒のニーズと合致していることとともに，改組後の経

済学部の定員充足状況を確認するため，本学部に入学実績のある高等学校の在学生（２年生）

を対象に改組案に対するアンケート調査を行った。 

本アンケート調査は，同時期に改組を進めている理学部と共同で行った（「富山大学経済

学部経済経営学科（仮称）及び理学部理学科（仮称）に関するアンケート」）。【資料２】ア

ンケートは過去５年間に両学部もしくはどちらか一方に入学実績のある北陸３県と岐阜県，

入学時

経済学科 135名 企業経営プログラム （約140名）

経営学科 108名

経営法学科 92名 公共政策プログラム （約140名）

経済学科 10名

経営学科 10名 経済データサイエンスプログラム （約55名）

経営法学科 10名

改　組　後改　組　前

経済経営学科

（335名）

昼間主コース

（335名）

夜間主コース

（30名）

２年次に所属入学時に所属
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長野県を加えた５県の34校に対して令和５年２月３日から２月22日まで実施し，4,294名の

生徒から回答を得ている。アンケートの実施にあたっては，改組構想について説明する資料

【資料４】を配布し，改組の概要と新しい経済学部の特色を伝えたうえで，経済学部への受

験意向と入学意向，経済学部の特色に対する魅力度などを尋ねている。 

調査の結果，4,294 件の回答が得られた。そのうち，興味のある学問分野を尋ねたところ，

学問系統として経済学部の学問分野と関連する「経済学・経営学・商学」は 22.6％，「社会

学」は 7.7％，「法学・政治学」は 8.7％，「情報科学・データサイエンス学」は 10.2％の回

答があった。 

今回は，理学部との合同調査ということで，回答者の属性として理学部志望者と経済学部

志望者が混在する形となっているため，以下の分析では，「質問６ あなたは，どのような学

問に興味がありますか」で「経済学・経営学・商学」「社会学」「法学・政治学」「情報科学・

データサイエンス学」のうち少なくとも 1 つに興味があると回答し，経済学部の設問に対

して回答があった 1,265 名を対象として分析する。 

 

アンケートでは，今回の改組の４つの大きな特色についてその魅力度を尋ねている（質問

7～10）。 

質問７ 

「経済・経営・法律の３分野を学べる体制を維持したまま１学科のもと３つのプログ

ラム（企業経営・公共政策・経済データサイエンス）に再編します。入学後に自分の学

びたいことや適性を踏まえてプログラムを選択することができるようになります。」 

 

この結果は図表２のとおりであるが，「経済・経営・法律の３分野を学べる体制」であ

ること，「３つのプログラム（企業経営・公共政策・経済データサイエンス）」ができるこ

と，「どのプログラムにするかは受験時ではなく入学後に選択」できることに対して，90％

の生徒が魅力を感じる（「とても魅力を感じる」と「ある程度魅力を感じる」の合計：以

下同様）と回答しており，この特色に関して極めて魅力的に映っていることがわかる。 

 

図表２ 質問７の集計結果 

 回答数 構成比 

とても魅力を感じる 437 34% 

ある程度魅力を感じる 706 56% 

あまり魅力を感じない 99 8% 

まったく魅力を感じない 23 2% 

合計 1,265 － 
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質問８ 

  「経済・経営・法律の３分野をまとめて１学科となるため，学際的・分野横断的な学び

を通じて幅広い知識を身に付けることで，課題解決に対して新たな視点から柔軟に発想・

創造する力を養うことができます。」 

 

この結果は図表３のとおりであるが，「学際的・分野横断的な学びを通じて幅広い知識

を身に付けること」ができること，それによって「課題解決に対して新たな視点から柔軟

に発想・創造する力を養うこと」ができることに対して，90％の生徒が魅力を感じると回

答しており，この特色に関して極めて魅力的に映っていることがわかる。 

 

図表３ 質問８の集計結果 

 回答数 構成比 

とても魅力を感じる 451 36% 

ある程度魅力を感じる 684 54% 

あまり魅力を感じない 106 8% 

まったく魅力を感じない 24 2% 

合計 1,265 － 

 

質問９ 

「どのプログラムに所属してもデータサイエンスの素養を身に付ける教育プログラム

を用意しており，社会科学分野の知識を統合しデータを分析・活用しながらビジネス・社

会課題を解決する実践的な能力を身に付けることができます。」 

 

この結果は図表４のとおりであるが，「データサイエンスの素養を身に付けること」が

できること，それを活用して「ビジネス・社会課題を解決する実践的な能力を身に付ける」

ができることに対して，89％の生徒が魅力を感じると回答しており，この特色に関して極

めて魅力的に映っていることがわかる。 

 

図表４ 質問９の集計結果 

 回答数 構成比 

とても魅力を感じる 473 37% 

ある程度魅力を感じる 651 52% 

あまり魅力を感じない 119 9% 

まったく魅力を感じない 22 2% 

合計 1,265 － 
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質問10 

「経済データサイエンスプログラムでは，大学院（持続可能社会創成学環社会データサ

イエンスプログラム）への進学を視野に入れた，より高度なデータサイエンスの知識・技

術を身に付けることができます。 

 

この結果は図表５のとおりであるが，「経済DSプログラムでは，より高度なデータサイ

エンスの知識・技術を身に付けること」ができることに対しても，80％の生徒が魅力を感

じると回答しており，データサイエンス教育に対する魅力・関心の高さがうかがえる結果

となっている。 

 

図表５ 質問10の集計結果 

 回答数 構成比 

とても魅力を感じる 355 28% 

ある程度魅力を感じる 659 52% 

あまり魅力を感じない 214 17% 

まったく魅力を感じない 37 3% 

合計 1,265 － 

 

上記のような改組後の新しい経済学部の特色を踏まえた上で，本学部を「受験したい

と思う」と回答した者は522人であった。この受験意向者522人のうち，「合格したら入

学したい」と回答した者471人であり，入学定員数に対する受験意向者数の割合は1.6倍，

入学意向者数の割合は1.4倍であった。今回の調査は，北陸３県及び岐阜県，長野県に絞

って実施したが，経済学部では約34%（過去４年平均）が今回調査した都道府県以外か

らの志願者となっている。 

 

図表６ 調査対象地域とそれ以外からの前期・後期日程の出願状況（過去４年間平均） 

 
 

  以上により，改組後の経済学部においても，十分な志願者を確保し，定員を充足でき

るものと判断する。 

 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 合計 比率

富山 269 186 168 203 826 23.7%

石川 219 171 148 187 725 20.8%

福井 64 46 36 42 188 5.4%

長野 132 86 64 96 378 10.9%

岐阜 59 32 36 62 189 5.4%

その他都道府県 367 270 180 356 1173 33.7%

合計 1110 791 632 946 3479 100.0%
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２）新設学部等の分野の動向 

今回の改組の柱の一つに，すべての学生にデータサイエンス教育を施し，データサイエン

スの素養を持った学生を社会に輩出することがある。今回の改組で設置される３つのプロ

グラムすべてにおいてデータサイエンス教育の充実化を図るとともに，「経済データサイエ

ンスプログラム」では，より高度なデータサイエンス人材の育成を目指している。 

データサイエンス人材に対する社会的な必要性は高まるばかりであり，それに伴い，デー

タサイエンス学部を新設したり，データサイエンス教育に力を入れたりする大学が増えて

きている。 

滋賀大学データサイエンス学部は2017年に日本で初めて設置されたデータサイエンス学

部であり，これまで多くの実績を持つ学部であるが，同学部の志願倍率をみると，令和２年

度は 4.44 倍（444 名/100 名），令和３年度は 4.08 倍（408 名/100 名），令和４年度が 3.71

倍（371 名/100 名）となっており，年々下がってはきているが高い水準を保っている。 

また，2018 年度設置の横浜市立大学のデータサイエンス学部では，令和２年度は 5.02 倍

（301 名/60 名），令和３年度は 6.58 倍（395 名/60 名），令和４年度が 5.30倍（318 名/60

名）となっており，やはり高い水準を保っている。 

以上のことから，データサイエンスの分野の志願者数は高い水準にあることがわかる。も

ちろん本学部はデータサイエンス学部ではないが，すべてのプログラムにおいてデータサ

イエンス教育を重視していること，そして特に「経済データサイエンスプログラム」は大学

院の持続可能社会創成学環の社会データサイエンスプログラムに繋がるものであり，より

高度なデータサイエンスの学びができるものであることをアピールすることで，データサ

イエンスに対する需要を取り込むことができ，定員を十分に充足できるものと考えている。 

 

３）中長期的な 18歳人口の全国的，地域的動向等 

全国の18 歳人口の推移を見ると，平成30 年（2018年）から減少局面に入っており，今

後も減少すると予測されている。（図表7参照） 

 

  

学生の確保（本文） 学 9



図表7 大学進学者数等の将来推計について 

 
 

 

一方で，2019年の各都道府県における大学進学率は，2005年からすべて増加しており，

全国的に大学進学率が上昇している傾向にあることがわかる。本学部志願者の８割強は，東

海・北陸・甲信越地域の各県出身者によって占められているが（図表8参照），同地域におい

ても大学進学率の上昇がみられる。（図表9参照） 

 

図表8 地域別の出願状況 
 

 R1 R2 R3 R4 合計 比率 

北海道・東北 24 16 6 28 74 2.1% 

関東 47 65 27 53 192 5.5% 

甲信越 215 134 83 126 558 16.0% 

北陸 552 403 352 432 1,739 50.0% 

東海 203 131 123 253 710 20.4% 

近畿 49 27 27 38 141 4.1% 

中国・四国 5 5 6 7 23 0.7% 

九州・沖縄 8 8 6 3 25 0.7% 

その他 7 2 2 6 17 0.5% 

合計 1,110 791 632 946 3,479 100% 
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図表9 都道府県別大学進学率の変化 

 
 

図表7と図表9をもとに，18歳人口の減少と大学進学率の上昇を比較してみると図表10の

ようになる。また，文部科学省の試算によると（第13回将来構想部会 配付資料「大学への

進学者数の将来推計について」参照）2033年の大学進学率は56.7％と推計されており，18歳

人口の減少下では大学進学者数も減少することがわかる。このように，18歳人口の減少は，

大学進学率の上昇を越えて進行すると予測される。 

 

図表10 18歳人口と大学進学者数の比較 

 2005年 2018年 2033年 

18歳人口 137万人 118万人 101万人 

大学進学率（全国平均） 39％ 50％ 56.7％ 

大学進学者数 534,300人 590,000人 572,670人 

 

「２）新設学部等の分野の動向」において指摘したように，データサイエンス分野におけ

る人材の需要の高さから，18歳人口が減少する中にあっても，データサイエンス系の学部へ

の志願倍率は高い水準を保っている。このことから，社会的ニーズに合致した魅力的な人材

育成の教育プログラムを用意することで多くの志願者を集めることができることがわかる。 

今回の改組では，社会的なデータサイエンス人材不足に対応するため，データサイエンス

教育の充実化を図り，経済・経営分野の高い専門性と分野横断的な幅広い知識を持ちつつ，
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データを分析・活用しながらビジネス・社会課題を解決する人材を養成することを目的とし

ている。したがって，データサイエンス教育重視を明確に打ち出している本学部においても

十分な志願者を確保することは可能であると考える。 

 

４）競合校の状況 

本学部の競合校として想定されるのは，①社会科学系の学部を持ち，②距離的にも妥当な

範囲にあり，③学力レベルも極端に差がない国公立大学が想定される。大学入試センターの

データによると，本学部の令和５年度入試の前期日程・後期日程を受験した者の本学経済学

部を除く併願先上位５校は図表11の通りである。 

 

図表11 本学部受験者の併願状況 
 

 
併願状況の上位にあがっている大学が，学力レベルも極端に差がない大学として考えら

れる。 

以上より，上記３つの条件を満たす大学である，福井県立大学経済学部，高崎経済大学経

済学部・地域政策学部，長野県立大学グローバルマネジメント学部，金沢大学人間社会学域，

信州大学経法学部，新潟大学経済科学部を富山大学経済学部の競合校として説明する。 

 

図表12 併願先大学の2022年度入試の概要 

 
 

各校の入学志願状況等をみると（図表12），特に公立大学では高い志願倍率を示しており，

国立大学においても２～４倍前後を保っていることから，競合校においても十分学生が確

大学名（入試日） 人数 大学名（入試日） 人数

福井県立大学経済学部（3/12） 131 高崎経済大学経済学部（2/25，3/8） 67

高崎経済大学経済学部（3/8） 72 金沢大学人間社会学域（2/25） 53

長野県立大学グローバルマネジメント学部（3/9） 28 公立小松大学国際文化交流学部（2/25，3/10） 20

高崎経済大学地域政策学部（3/12） 21 信州大学経法学部（2/25） 17

下関市立大学経済学部（3/8） 20 新潟大学経済科学部（2/25） 11

一般前期志願者の併願状況（複数併願含む） 一般後期志願者の併願状況（複数併願含む）

大学・学部名 学科名 募集人員 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 志願倍率

福井県立大学経済学部*1 経済学科 100名 807名 442名 169名 － 8.1倍

経営学科 100名 514名 292名 151名 － 5.1倍

高崎経済大学経済学部 経済学科 200名

経営学科 200名

国際学科 80名

高崎経済大学地域政策学部 地域政策学科 150名

地域づくり学科 150名 1,683名 1,115名 581名 445名 4.0倍

観光政策学科 120名

長野県立大学グローバルマネジメント学部 グローバルマネジメント学科 170名 623名 396名 239名 190名 3.7倍

金沢大学人間社会学域 法学類 125名*2 274名 257名 135名 130名 2.2倍

経済学類 106名*2 169名 165名 112名 105名 1.6倍

信州大学経法学部 応用経済学科 100名 198名 179名 115名 103名 2.0倍

総合法律学科 80名 179名 169名 94名 85名 2.2倍

新潟大学経済科学部 総合経済学科 350名 1,331名 1,299名 436名 349名 3.8倍

※本学部の状況は図表13を参照。

*1福井県立大学は2023年度入試のデータである。

*2金沢大学の募集人員は一般選抜試験（前期）のもの。

3,936名 2,460名 862名 538名 8.2倍

学生の確保（本文） 学 12



保できている状況である。このことから，社会科学分野に対するニーズは十分高いものと考

えられる。 

本学部では，社会的なデータサイエンス人材の不足という状況に対し，今回の改組を通じ

てデータサイエンス教育の充実化を図り，「経済・経営分野の高い専門性と分野横断的な幅

広い知識を持ちつつ，データを分析・活用しながらビジネス・社会課題を解決する人材の養

成」を図ることを目指している。競合校となる上記6校においては，学部全体にわたるデー

タサイエンス人材の養成という取り組みは行われておらず，競合校の中にあっても本学部

は差別化された優位性を持っていると考えられる。「２）新設学部等の分野の動向」におい

て指摘したように，データサイエンス分野において人材需要が高いことと考え合わせると，

本学部において学生の確保は十分可能であると考えている。 

 

５）既設学部等の学生確保の状況 

本学部の募集入学定員総数は，令和３年度まで335名（昼間主305名，夜間主30名），令和

４年度から365名（昼間主335名，夜間主30名）に対し，過去５年間毎年平均1,206名の志願

者を確保しており，平均志願倍率は3.5倍となっている。（図表13参照） 

 

図表13 過去５年間の経済学部志願者数及び志願倍率の推移 

 
平成30年度から令和４年度までの過去５年間の一般選抜の平均倍率は，前期日程が2.7倍

であり，近年低下傾向にはあるが，一定のレベルを維持している。また，後期日程は12.1倍

募集人員 志願者 受験者 合格者 入学者 志願倍率 募集人員 志願者 受験者 合格者 入学者 志願倍率

経済学科 120 478 369 134 127 4.0 120 482 375 133 130 4.0

経営学科 100 402 353 111 99 4.0 100 354 285 110 100 3.5

経営法学科 85 304 206 94 88 3.6 85 396 297 94 85 4.7

小計 305 1,184 928 339 314 3.9 305 1,232 957 337 315 4.0

経済学科 10 87 55 12 11 8.7 10 72 47 13 10 7.2

経営学科 10 68 43 12 10 6.8 10 87 56 11 10 8.7

経営法学科 10 42 27 12 10 4.2 10 60 42 15 10 6.0

小計 30 197 125 36 31 6.6 30 219 145 39 30 7.3

計 335 1,381 1,053 375 345 4.1 335 1,451 1,102 376 345 4.3

募集人員 志願者 受験者 合格者 入学者 志願倍率 募集人員 志願者 受験者 合格者 入学者 志願倍率

経済学科 120 396 310 131 120 3.3 120 334 277 134 125 2.8

経営学科 100 264 196 110 104 2.6 100 241 201 111 100 2.4

経営法学科 85 254 161 92 87 3.0 85 194 167 92 86 2.3

小計 305 914 667 333 311 3.0 305 769 645 337 311 2.5

経済学科 10 77 45 14 12 7.7 10 35 22 13 10 3.5

経営学科 10 67 42 12 11 6.7 10 33 23 11 10 3.3

経営法学科 10 37 30 15 10 3.7 10 47 32 13 10 4.7

小計 30 181 117 41 33 6.0 30 115 77 37 30 3.8

計 335 1,095 784 374 344 3.3 335 884 722 374 341 2.6

募集人員 志願者 受験者 合格者 入学者 志願倍率 募集人員 志願者 受験者 合格者 入学者 志願倍率

経済学科 135 415 277 152 135 3.1 615 2,105 1,608 684 637 3.4

経営学科 108 419 281 129 108 3.9 508 1,680 1,316 571 511 3.3

経営法学科 92 272 174 99 93 3.0 432 1,420 1,005 471 439 3.3

小計 335 1,106 732 380 336 3.3 1,555 5,205 3,929 1,726 1,587 3.3

経済学科 10 38 24 13 12 3.8 50 309 193 65 55 6.2

経営学科 10 36 18 12 10 3.6 50 291 182 58 51 5.8

経営法学科 10 37 18 12 11 3.7 50 223 149 67 51 4.5

小計 30 111 60 37 33 3.7 150 823 524 190 157 5.5

計 365 1,217 792 417 369 3.3 1,705 6,028 4,453 1,916 1,744 3.5

平均 1,206

令和４年度

昼間主コース

夜間主コース

過去５年間の入試状況まとめ

令和２年度 令和３年度

昼間主コース

夜間主コース

平成30年度 平成31年度

昼間主コース

夜間主コース
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と極めて高いレベルにある。（図表14参照）これは本学部におけるこれまでの人材育成実績

に支えられた確実な志願者層があることをあらわしているといえる。 

 

図表14 経済学部（昼間主コース）の一般選抜前期日程・後期日程の入試状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の改組は，社会の人材ニーズの変化に対応した教育機能の強化を狙いとしているが，

これまでの本学部が培ってきた実績の基盤のうえにデータサイエンス教育を強みとして進

めていくものであり，改組後の入学志願者数にプラスの大きな効果をもたらすものと想定

しており，既設学部の志願者数及び志願倍率の実績を考慮しても，十分に定員を充足できる

と判断できる。 

 

（５）学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

①オープンキャンパス 

本学部では，毎年８月上旬にオープンキャンパスを開催し，経済学部についての説明会，

入試の概要説明，学科ごとの模擬講義，在学生からの学生生活についての説明，入学・進

学相談会などを行っている。令和２年度と３年度はWEB開催となったが，令和４年度は

人数制限を行い，感染対策をとりながら対面での開催を行った。オープンキャンパスの実

施形態と参加人数は図表15に示した通りである。 

例年，模擬講義と在学生からの学生生活についての説明が，参加した高校生からの評判

が良い。模擬講義は大学での学びを体験し，大学での学びの意欲を高めることに役立って

いる。また，在学生からの学生生活についての説明は，学生生活を実際に送っている年齢

的にも近い先輩からの話を聞くことで学生生活を実感し，これから迎える学生生活に思

いをはせる機会となっている。 

このように，オープンキャンパスは，大学で学ぶことの楽しさを体験する場となってお

り，これを上手く利用し，学部の魅力を発信する機会としていく。 

年度 区分 前期日程 後期日程

募集人員 199 30

志願者数 661 391

志願倍率 3.3 13.0

募集人員 199 30

志願者数 686 424

志願倍率 3.4 14.1

募集人員 199 30

志願者数 465 326

志願倍率 2.3 10.9

募集人員 199 30

志願者数 462 170

志願倍率 2.3 5.7

募集人員 229 30

志願者数 446 500

志願倍率 1.9 16.7

志願者数 544 362

志願倍率 2.7 12.1
５年間平均

平成30年度

平成31年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度
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図表15 経済学部におけるオープンキャンパスの実施形態と参加人数 

 

 
 

②アカデミック・インターンシップ，探究活動・課題研究活動 

富山県教育委員会との協定に基づき，令和元年度より富山県立高等学校２年の生徒を

対象にアカデミック・インターンシップを実施している。これは，「大学等への進学を希

望する生徒に対し，大学研究室等と連携して興味・関心のある学問分野の研究活動等を体

験させることにより，学習意欲や進路意識を高める契機とする」ことを目的とした事業で

あり，大学教授や学生等から指導を受けながら，実験・実習・演習を体験するものである。

本学部でも毎年10～15名の生徒を受け入れ，担当教員からの研究指導を体験させること

で，大学における研究活動の楽しさを伝えている。 

また，大学連携講座や探究講座，課題研究指導などの名称で各校が行う探究活動・課題

研究活動に対して，専門的見地から助言・サポートを行ったり，生徒の発表会で講評を行

ったりする教員を派遣し（３～５校），探究活動・課題研究活動に興味を持たせるような

取り組みを行っている。 

 

③出張模擬授業・進路ガイダンス，大学見学会，高等学校訪問 

本学部では，学部入学試験委員会ならびに社会連携委員会の委員が中心となり，高等学

校からの依頼をもとに高等学校で，高校生を対象に教員の専門分野の模擬授業を行った

り，本学部の特色，入学試験の概要，就職支援及び進路実績等についての説明（進路ガイ

ダンス）を行ったりしている。また大学見学会という形で高校から訪問を受け，学部概要

の説明を行ったり模擬授業を行ったりしている。出張模擬授業・進路ガイダンスについて

は，令和４年度は年間30件ほど，大学見学会については23件ほどの依頼を受けている。 

また，毎年，県内及び石川県の入学実績の高い重点校を対象に（15校程度），学部入学

試験委員会委員長と学部長が高校訪問を行っている。学部教育の特色の説明や入試制度

に関する情報提供を行うとともに，高校教諭と意見交換をし，志願者の確保に努めている。 

 

④その他広報活動 

学部改組については，今後，ウェブサイト，オープンキャンパス，高校訪問などを通じ 

 て広報活動を積極的に行っていく予定である。 

 

 R01 年度[対面] R02 年度[WEB] R03 年度[WEB] R04 年度[対面] 

800人 651人 807回* 596人

※対面開催の各数には付添者（保護者等）を含む

*令和３年度は対面開催が中止されたため、WEBオープンキャンパス期間8/3～8/15

における経済学部動画の再生回数である
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２ 人材需要の動向等社会の養成 

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

今日の多様化・複雑化したビジネス・社会課題の解決のためには，これまで以上に，経済

学・経営学双方にまたがる深い理解と幅広い知識が不可欠であると同時に，従来とは抜本的

に異なる新たな価値を作り出していくために，データを分析・活用して課題を解決できる人

材が強く求められている。 

 今回の改組では，こうした社会的ニーズに対応するため，「経済・経営分野の高い専門性

と分野横断的な幅広い知識を持ちつつ，データを分析・活用しながらビジネス・社会課題を

解決する人材を養成する」ことを目的として，以下の３つの人材育成方針のもと人材育成に

あたる。 

 

①社会科学に関わる高い専門性を身に付けることで問題の本質を適切に見極める力を養

う。 

②領域横断的な学修を通じた幅広い知識を身に付けることで課題解決に対して柔軟に発

想・創造する力を養う。 

③データサイエンスの知識・技術を身に付けることでデータの中からエビデンスベース

で革新的な解決策を導く力を養う。 

 

 そのため，教育上の特色として以下の取り組みを行っていく。 

a) 体系化された教育課程の編制 

b) 切れ目のない少人数教育 

c) 入学後に専門分野を決定（レイトスペシャライゼーション） 

d) 社会科学分野とデータサイエンス分野を複合的に学修可能な体制 

e) 文理融合教育の重視 

 以上のような人材養成の目的の下で特色を持った教育を行い，社会のニーズに合った人

材を輩出することで，地域社会におけるプレゼンスを高めることに繋がると考えられる。 

 

（２）上記（１）が社会的，地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的

な根拠 

上記（１）で示した，改組を通じて養成を目指している人材像が真に社会のニーズに合っ

たものなのかについて客観的に評価を行うため，過去３年間の本学部の卒業生の就職先で

ある企業・行政機関等578社に対して「富山大学経済学部経済経営学科（仮称）に関するア

ンケート」を実施した。アンケートは令和５年２月24日から３月17日まで実施し，147社か

ら回答を得ている（回収率25.4％）。回答企業の属性（所在地，業種，従業員数等）の他，

平均採用数，採用したい学問系統について尋ねている。アンケート結果は【資料３】のとお

りである。アンケートでは，今回の改組の３つの特色の魅力度と，３つのプログラムによっ

て育成する人材の魅力度，卒業生の採用意向等について質問している。したがって，その結

果に基づいて養成する人材に対する社会的ニーズを明らかにする。なお，回答者の内訳（質
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問１）としては，「採用の決裁権はないが，選考に関わっている」方からの回答が97名（66％）

ともっとも多かった。次いで，「採用の決裁権があり，選考に関わっている」（31名：21％），

そして「採用時には直接かかわらず，情報や意見を収集，提供する立場にある」（19名：13％）

であった。 

 

ⅰ）経済学部経済経営学科の社会的有用性ならびに養成する人材の魅力度 

まず，今回の改組の３つの特色の魅力度について質問した結果は以下のとおりである。 

 
いずれの特色も「魅力を感じる」との回答が95％を超えており，今回の改組が目指す

べき方向性は社会的にも認められているものと受けとめることができる。 

 

また，３つのプログラムでそれぞれ養成を目指す人材像の魅力度について質問した結

果は以下のとおりである。 

 

45.6%

47.6%

44.9%

51.7%

48.3%

51.0%

2.0%

3.4%

3.4%

0.7%

0.7%

0.7%

③経済データサイエンスプログラムでは，より高度なデー

タサイエンスの知識・技術を身につけることができます。

②経済・経営・法律の３分野を学べる体制を維持したまま１

学科のもと３つのプログラム（企業経営・公共政策・経済

データサイエンス）に再編しますが，どのプログラムに所属

してもデータサイエンスの素養を身につける教育プログラ

ムを用意しており，社会科学分野の知識を統合しデータを

分析・活用しながらビジネス・社会課題を解決する実践…

①経済・経営・法律の３分野をまとめて１学科となるため，

学際的・分野横断的な学びを通じて幅広い知識を身につ

けることで，課題解決に対して新たな視点から柔軟に発

想・創造する力を養うことができます。

とても魅力を感じる ある程度魅力を感じる あまり魅力を感じない まったく魅力を感じない 回答なし

47.6%

45.6%

47.6%

48.3%

45.6%

48.3%

3.4%

6.8%

1.4%

0.7%

1.4%

1.4%

0.7%

1.4%

③データサイエンスの専門的能力を備え、企業経営や公共

政策の意志決定に直結する応用力を身に付けた人材。

【経済データサイエンスプログラム】

②経済活動や法制度に関する専門知識の上に、データサイ

エンスの素養を持ち、公共政策の立案・実装に貢献できる

人材。 【公共政策プログラム】

①企業経営や経済活動に関する専門知識の上に、データ

サイエンスの素養を持ち、企業経営に関わる諸課題を解決

できる人材。 【企業経営プログラム】

とても魅力を感じる ある程度魅力を感じる あまり魅力を感じない まったく魅力を感じない 回答なし
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養成する人材像について「魅力を感じる」との回答が「②公共政策プログラム」で90％，

他の２つのプログラムでは95％を超えており，今回の改組において１学科のもとで編成

した３つのプログラムにおいて養成を目指す人材像についても社会的に認められている

ものと受けとめることができる。 

そのうえで，「富山大学「経済学部経済経営学科」は，これからの社会にとって必要だ

と思われますか。」と，経済学部経済経営学科に対する社会的必要性について尋ねたとこ

ろ，全回答企業（147社）の97.3％にあたる143社が「必要だと思う」と回答している。 

 

これらの結果から，改組後の経済学部経済経営学科は，社会的に必要であると認識され

ているとともに，改組に伴い養成を目指す人材は，社会にとって極めて魅力的と捉えられ

ていることが明らかとなった。 

 

ⅱ）経済学部経済経営学科の卒業生の採用意向・採用予定者数 

アンケートでは，続いて卒業生の採用意向について尋ねている。養成する人材像が魅力

的であるとのアンケート結果であったが，真に魅力的であれば，採用意向に端的にあら

われると考えられる。 

「富山大学「経済学部経済経営学科」を卒業した学生について，採用したいと思われま

すか。」と，尋ねたところ，全回答企業（147社）の97.3％にあたる143社が「採用したい

と思う」と回答している。 

さらに，この「採用したいと思う」と回答した企業を対象に，「毎年何名程度の採用を

想定」するかを尋ねたところ，多くの会社等では1名～2名程度であるが，「5名～９名」

が7社，「10名以上」が4社と，大量採用を考えている会社等も少なくないことから（図表

16），養成する人材像が高く評価されていることがわかる。 

 

図表16 卒業生の採用想定数に対する回答割合と回答社数 

  

また，「採用想定数」への回答社数から回答割合を求め，それを本学部の卒業生の採用実績

のある今回の調査対象企業578社全体にあてはめてみる。「経済学部経済経営学科」を卒業し

た学生を採用したいと思う企業は97.3％であることから，578社中562社が学生を採用したい

企業となる。それをもとに，562社の場合の回答社数は図表16に示した通りとなる。この562

採用想定数 1名 2名 3名 4名 ５～９名 10名以上 未確定

実際の回答社数

（143社/147社中）
24 26 16 3 7 4 63

回答割合 16.8% 18.2% 11.2% 2.1% 4.9% 2.8% 44.1%

調査対象企業全てから

回答があった場合の

想定回答社数

（562社/578社中）

94 102 63 12 27 16 248
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社の下での回答社数をもとに採用想定数を算定すると，1,078名*となる。これは学生定員の

335名の３倍強の数字であり卒業生の就職にはまったく問題ないレベルである。 

＊1名×94社＋2名×102社＋3名×63社＋4名×12社＋5名×27社＋10名×16社＋1名×248

社＝1,078名（なお，「5名～9名」は5名，「10名以上」は10名，「人数は未確定」は1名と

して算定。） 

 

以上から，これまでの卒業生の就職先である企業・行政機関等において，「経済学部経済経

営学科」の卒業生を引き続き積極的に受け入れたいと考えており，改組を通じて養成する人

材に対する社会的ニーズは高いことが明らかになったといえる。 
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